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7 2025（令和7年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請
� 7月15日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付
� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税等の中

間申告（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料���（概算・確定）申告書の提出、

納付（全期・第1期分）� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月15日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）�7月31日

　中小企業の事業主が、iDeCoに加入してい
る従業員の掛金に上乗せして、掛金を拠出で
きる制度。本制度を利用するには、企業型確
定拠出年金などの企業年金を実施していない
従業員300人以下の中小企業であることが要
件。事業主掛金は全額損金算入でき、加入者
掛金は全額が所得控除の対象となります。

ワンポイント iDeCo+（イデコプラス）

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY

21日・海の日
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7 月号─2

べ
き
ポ
イ
ン
ト
や
、
認
定
さ
れ
た
優

良
事
業
者
の
活
用
法
、
制
度
改
正
へ

の
対
応
な
ど
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

一　

職
業
紹
介
事
業
者
を
利
用
す

る
際
の
ポ
イ
ン
ト

⑴　

職
業
紹
介
の
概
要

①　

職
業
紹
介
と
は

　
　

職
業
紹
介
と
は
、
求
人
と
求
職

の
申
込
み
を
受
け
て
、
求
人
者
と

求
職
者
の
間
で
雇
用
関
係
が
成
立

す
る
よ
う
、
第
三
者
と
し
て
あ
っ

せ
ん
す
る
こ
と
で
す
。

　
　

利
用
者
で
あ
る
企
業
は
、
職
業

紹
介
事
業
者
を
通
じ
て
人
材
を
募

集
し
、
求
職
者
は
そ
の
支
援
を
受

け
て
仕
事
を
探
し
ま
す
。

　
　

職
業
紹
介
事
業
者
は
、
企
業
と

求
職
者
の
間
に
立
ち
、
条
件
に

合
っ
た
人
材
の
推
薦
、面
接
調
整
、

採
用
後
の
フ
ォ
ロ
ー
な
ど
を
担
い

ま
す
。

②　

有
料
・
無
料
の
職
業
紹
介

　
　

職
業
紹
介
事
業
に
は
有
料
の
も

の
と
無
料
の
も
の
が
あ
り
ま
す
。

　
　

有
料
職
業
紹
介
の
場
合
、
港
湾

運
送
業
務
や
建
設
業
務
を
除
く
ほ

ぼ
す
べ
て
の
業
種
が
紹
介
業
務
の

対
象
と
な
り
ま
す
。

　
　

無
料
の
職
業
紹
介
に
は
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
や
大
学
等
に
よ
る
も

の
が
あ
り
、
取
扱
職
業
の
範
囲
に

は
特
段
の
制
限
が
あ
り
ま
せ
ん
。

⑵　

紹
介
事
業
者
を
活
用
す
る
メ

リ
ッ
ト

　

企
業
に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト
の
例

と
し
て
、
次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り

ま
す
。

・　

即
戦
力
人
材
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
：

非
公
開
求
人（
一
般
に
公
開
せ
ず
、

限
定
さ
れ
た
範
囲
内
で
募
集
を
行

う
）
や
専
門
職
の
人
材
な
ど
、
自

社
の
媒
体
で
は
採
用
に
つ
な
が
ら

な
か
っ
た
層
の
応
募
者
と
接
点
を

持
つ
こ
と
が
で
き
ま
す
。

・　

採
用
の
効
率
化
：
応
募
対
応
や

書
類
選
考
な
ど
を
代
行
し
て
も
ら

え
る
た
め
、
採
用
担
当
者
の
負
担

軽
減
に
つ
な
が
り
ま
す
。

・　

ミ
ス
マ
ッ
チ
の
軽
減
：
求
職
者

の
職
歴
や
希
望
を
把
握
し
た
う
え

で
紹
介
さ
れ
る
た
め
、
マ
ッ
チ
ン

グ
の
精
度
が
高
ま
り
ま
す
。

・　

ア
ド
バ
イ
ス
の
提
供
：
求
人
票

作
成
や
労
働
条
件
の
提
示
方
法
に

つ
い
て
の
助
言
を
得
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

⑶　

手
数
料
と
契
約
に
つ
い
て

　

有
料
職
業
紹
介
事
業
者
を
利
用
す

る
場
合
、
採
用
が
決
定
し
た
段
階
で

紹
介
手
数
料
が
発
生
し
ま
す
。
手
数

料
の
形
態
に
は
、「
紹
介
し
た
人
材

の
年
収
の
〇
％
」
の
よ
う
に
設
定
さ

れ
る
も
の（
報
酬
型
・
成
功
報
酬
型
）

と
、
定
額
で
設
定
さ
れ
る
も
の
が
あ

り
ま
す
。

　

一
般
的
に
は
報
酬
型
・
成
功
報
酬

型
が
多
く
、
そ
の
手
数
料
は
、
求
め

る
職
種
の
専
門
性
や
特
殊
性
等
に
も

よ
り
ま
す
が
、
入
職
者
の
年
収
の

30
％
程
度
が
多
い
と
い
わ
れ
て
い
ま

す（
厚
生
労
働
省
公
開
資
料
よ
り
）。

　
「
上
限
制
手
数
料
制
度
」
お
よ
び

「
届
出
制
手
数
料
制
度
」
が
定
め
ら

れ
て
お
り
、
紹
介
事
業
者
は
こ
の
い

ず
れ
か
に
準
じ
て
手
数
料
を
明
示
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

紹
介
後
に
短
期
間
で
離
職
し
た
場

合
に
は
、
一
定
条
件
で
手
数
料
の
一

部
が
返
金
さ
れ
る
「
返
戻
金
制
度
」

が
設
け
ら
れ
て
い
る
場
合
も
あ
り
ま

す
。
契
約
時
に
は
こ
の
制
度
の
有
無

を
確
認
し
て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

⑷　

事
業
者
選
び
の
ポ
イ
ン
ト

　

信
頼
で
き
る
職
業
紹
介
事
業
者
を

選
ぶ
際
に
は
、
次
の
点
に
着
目
し
ま

し
ょ
う
。

・　

厚
生
労
働
省
の
許
可
事
業
者
で

あ
る
こ
と

・　

情
報
公
開
し
て
い
る
こ
と

　

多
く
の
企
業
が
人
材
確
保
の
難
し

さ
に
直
面
し
て
い
ま
す
。
求
人
を
出

し
て
も
応
募
が
集
ま
ら
な
い
、
ミ
ス

マ
ッ
チ
に
よ
る
早
期
離
職
が
発
生
す

る
な
ど
、
採
用
活
動
に
お
け
る
課
題

は
年
々
深
刻
化
し
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
課
題
に
対
応
す
る
手
段

の
一
つ
に
、「
職
業
紹
介
事
業
者
」

の
活
用
が
あ
り
ま
す
。
専
門
的
な
知

見
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
有
す
る
職
業

紹
介
事
業
者
の
利
用
に
よ
り
、
企
業

の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
人
材
の
採
用
に

つ
な
げ
て
い
く
こ
と
も
可
能
で
す
。

　

本
記
事
で
は
、
企
業
が
職
業
紹
介

事
業
者
を
活
用
す
る
際
に
押
さ
え
る

職業紹介事業者職業紹介事業者
の活用　　　　の活用　　　　



3─7月号

・　

紹
介
実
績
、
離
職
率
、
手
数
料

が
明
確
で
あ
る
こ
と

・　

自
社
の
業
種
・
職
種
に
対
応
し

て
い
る
か
ど
う
か

・　

紛
ら
わ
し
い
名
称（
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
風
な
ど
）
を
使
用
し
て
い
な
い

か
・　

個
人
情
報
保
護
や
労
働
法
令
の

遵
守
体
制
が
あ
る
か

　

こ
れ
ら
の
情
報
は
、
厚
生
労
働
省

の「
人
材
サ
ー
ビ
ス
総
合
サ
イ
ト
」で

確
認
で
き
ま
す
。

⑸　

求
人
時
の
留
意
点

　

職
業
紹
介
事
業
者
に
求
人
を
出
す

際
は
、
次
の
よ
う
な
労
働
条
件
を
正

確
に
伝
え
、
明
示
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

・　

雇
用
形
態
、
契
約
期
間
、
更
新

基
準

・　

業
務
内
容
と
そ
の
変
更
の
範
囲

・　

就
業
場
所
と
そ
の
変
更
の
範
囲

・　

勤
務
時
間
、
休
日
、
時
間
外
労

働
の
有
無

・　

賃
金
、
固
定
残
業
代
の
有
無
と

内
訳

・　

社
会
保
険
、
労
働
保
険
の
適
用

状
況

・　

受
動
喫
煙
防
止
措
置�

な
ど

　

こ
れ
ら
の
情
報
が
不
明
確
な
場

合
、
求
職
者
と
の
認
識
違
い
や
ト
ラ

ブ
ル
の
原
因
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
情
報
に
変
更
が
生
じ
た
場

合
に
は
、
速
や
か
に
紹
介
事
業
者
を

通
じ
て
修
正
内
容
を
明
示
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

二　

職
業
紹
介
優
良
事
業
者
の
活
用

　

厚
生
労
働
省
に
お
い
て
、
職
業
紹

介
事
業
の
質
向
上
と
適
切
な
競
争
環

境
の
整
備
を
目
的
に
、「
職
業
紹
介

優
良
事
業
者
認
定
制
度
」
が
実
施
さ

れ
て
い
ま
す
。
こ
の
認
定
は
、
法
令

遵
守
、
業
務
運
営
の
適
正
性
、
紹
介

後
の
定
着
率
、
経
営
の
健
全
性
な
ど

複
数
の
審
査
基
準
を
満
た
し
た
職
業

紹
介
事
業
者
に
与
え
ら
れ
ま
す
。

　

認
定
さ
れ
た
事
業
者
は
、
サ
ー
ビ

ス
品
質
が
一
定
以
上
で
あ
る
こ
と
が

保
証
さ
れ
て
お
り
、
企
業
に
と
っ
て

は
安
心
し
て
依
頼
で
き
る
存
在
で
す
。

　

特
に
医
療
・
介
護
・
保
育
と
い
っ

た
分
野
で
は
、「
適
合
紹
介
事
業
者

宣
言
制
度
」
も
あ
り
、
専
門
性
の
高

い
事
業
者
を
見
極
め
る
材
料
と
な
り

ま
す
。

　

職
業
紹
介
優
良
事
業
者
認
定
制
度

の
専
用
サ
イ
ト
で
は
、
認
定
事
業
者

を
地
域
、
業
界
、
職
種
別
に
検
索
可

能
で
、
複
数
の
事
業
者
に
一
括
で
問

い
合
わ
せ
を
行
う
機
能
も
用
意
さ
れ

て
い
ま
す
。
初
め
て
紹
介
事
業
者
を

利
用
す
る
企
業
に
と
っ
て
も
、
大
き

な
助
け
に
な
る
で
し
ょ
う
。

三　

直
近
の
制
度
改
正
を
踏
ま
え

た
留
意
点

　

職
業
安
定
法
に
お
い
て
、
求
人
時

の
明
示
義
務
や
表
示
の
適
正
化
に
関

す
る
改
正
が
相
次
い
で
い
ま
す
。

　

令
和
６
年
４
月
施
行
の
改
正
で

は
、求
人
時
の
労
働
条
件
明
示
に「
変

更
の
範
囲
」
な
ど
が
追
加
さ
れ
ま
し

た
。
こ
れ
に
よ
り
、
企
業
は
、
雇
用

直
後
の
業
務
内
容
だ
け
で
な
く
、
将

来
的
に
想
定
さ
れ
る
異
動
や
転
勤
の

可
能
性
も
含
め
て
明
示
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
令
和
４
年
10
月
施
行
の
改

正
で
は
、
求
人
情
報
の
的
確
な
表
示

が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
し
た
。
例
え
ば
、

実
際
の
業
務
内
容
と
異
な
る
職
種
名

を
記
載
し
た
り
、
モ
デ
ル
給
与
を
す

べ
て
の
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
よ
う

に
誤
認
さ
せ
た
り
す
る
こ
と
は
、「
誤

解
を
生
じ
さ
せ
る
表
示
」
と
し
て
違

反
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
改
正
は
、
求
職
者
の
信

頼
確
保
と
ミ
ス
マ
ッ
チ
防
止
の
た
め

に
重
要
な
措
置
で
す
。
企
業
と
し
て

は
、
最
新
制
度
を
把
握
し
、
求
人
内

容
の
正
確
性
を
常
に
見
直
す
体
制
を

整
え
て
お
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

四　

求
人
の
不
受
理

　

企
業
が
職
業
紹
介
事
業
者
に
求
人

を
申
し
込
ん
だ
場
合
で
あ
っ
て
も
、

一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
は
、

そ
の
求
人
が
受
理
さ
れ
な
い
こ
と
が

あ
り
ま
す
。
例
え
ば
、
法
令
違
反
歴

が
あ
る
企
業
や
、
労
働
条
件
が
著
し

く
不
適
当
な
内
容
で
あ
る
場
合
な
ど

で
す
。

　

さ
ら
に
、
職
業
紹
介
事
業
者
か
ら

の
、
要
件
に
該
当
す
る
か
否
か
の
自

己
申
告
依
頼
に
正
当
な
理
由
な
く
応

じ
な
い
場
合
も
、
求
人
不
受
理
の
対

象
と
な
り
ま
す
。
企
業
は
、
正
確
な

申
告
と
誠
実
な
対
応
を
心
が
け
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

五　

お
わ
り
に

　

職
業
紹
介
事
業
者
の
適
切
な
活
用

は
、
企
業
の
採
用
活
動
の
質
と
効
率

を
高
め
る
有
力
な
手
段
と
な
り
得
ま

す
。
最
新
の
制
度
や
認
定
制
度
を
理

解
し
、
信
頼
で
き
る
事
業
者
を
選
定

し
、
企
業
が
求
め
る
人
材
の
採
用
や

持
続
的
成
長
に
つ
な
げ
て
い
き
ま

し
ょ
う
。



7 月号─4

　令和7年4月1日から、「高年齢雇用継
続給付」の給付率が引き下げられたことに
伴い、「老齢厚生年金」との支給調整（支給
停止）の仕組みも変更されました。
１　高年齢雇用継続給付
　高年齢雇用継続給付は、60歳以上65歳
未満の方が引き続き働く際に、賃金が60
歳到達時と比べて75％未満に下がった場
合に支給される雇用保険の給付です。
　従来は、最大で賃金の15％相当額が支
給されましたが、令和7年4月1日以降は「最
大10％」へと引き下げられました。
２　老齢厚生年金との調整
　高年齢雇用継続給付を受ける方が特別支
給の老齢厚生年金などを同時に受給する場
合には、年金の一部を支給停止する仕組み
があります。
　高年齢雇用継続給付の給付率が「最大

10％」に引き下げられたことに合わせ、老
齢厚生年金が支給停止される率も見直され
ました。
改正前：標準報酬月額の最大6％相当
改正後：標準報酬月額の最大4％相当
　前回の制度改正を含めて、高年齢雇用継
続給付の支給率が25％→15％→10％と
変更されるにつれ、老齢厚生年金の支給停
止も10％→6％→4％と変更され、常に「高
年齢雇用継続給付に相当する額の4割を支
給停止」する仕組みが維持されています。
３　経過措置
　次の条件に該当する場合は、改正前の制
度が引き続き適用される「経過措置」が設
けられています。
・　令和7年3月31日以前に60歳に達し、
高年齢雇用継続基本給付金を受給する方
・　令和7年3月31日以前に再就職し、
高年齢再就職給付金を受給する方
　これらに該当する方は、従来どおり最大
15％の給付率と、最大6％の年金支給停
止率が適用されます。

高年齢雇用継続給付と 
老齢厚生年金の調整（改正）

　年次有給休暇の計画的付与制度は、有給
休暇日数のうち5日を超える分について、
労使協定に基づいて計画的に取得させるこ
とができる制度です。活用することで、年
次有給休暇の消化を促進するとともに、働
きやすい職場づくりにもつながります。
　たとえば、夏季休暇と計画的付与日を組
み合わせることで大型連休にしたり、いわ
ゆる「ブリッジホリデー」を活用し、土日や
祝日と合わせて３連休や４連休といったま
とまった休暇を実現できます。それにより、
従業員のリフレッシュ効果も高まり、生産
性の向上が期待されます。
　また、前もって休暇が決まっていることで、
従業員がためらいなく休みを取得でき、年
次有給休暇の取得率向上にもつながるで
しょう。制度の導入は労働者の満足度向上
だけでなく、企業の業務効率化や人材育成
にも好影響をもたらすと考えられます。

7月の労務 ピックアップ  
年次有給休暇（計画的付与）
を活用した夏季休暇の充実
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